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★補償金免除繰上償還実施に伴う 

健全化計画策定趣旨★ 
 

 

 

平成１９年度から平成２１年度の３ヵ年で、公的資金（財務省及び郵

政公社、公営企業金融公庫資金）より高金利（５％以上～７％以上）で

借入したものを、現在の低利率で借換等し、補償金を支払わらず繰上償

還できる事業である。その際、行財政改革を反映した財政及び公営企業

経営健全化計画を策定する義務がある。 

その後、毎年度策定した計画を検証し、国等の指導を受けながら財政

運営及び経営改善に向け取り組むものである。 

 



公的資金補償金免除繰上償還に係る公営企業経営健全化計画

Ⅰ　基本的事項

１　事業の概要 特別会計名：　外ヶ浜町病院事業会計

注１　事業を実施する団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合

　　は、「団体名」欄に一部事務組合等の名称を記載し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。

　２　「職員数」欄には、当該事業に従事する全職員数を記載すること。

２　財政指標等

財政力指数※

実質公債費比率※ （％）

経常収支比率※   （％）

注　平成17年度（又は平成18年度）の公営企業決算状況調査、地方財政状況調査等の報告数値を記入すること。

　なお、財政力指数、実質公債費比率及び経常収支比率は、当該事業の経営主体である地方公共団体の数値を

　記載し、当該事業が一部事務組合等により経営されている場合は、その構成団体の各数値を加重平均したも

　のを記載すること。（ただし、旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険資金について対象としない財政力1.0

　以上の団体の区分については構成団体の中で最も低い財政力指数を記載すること。）

３　合併市町村等における公営企業の統合等の内容

注１　「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例等に関する法律（平成16年法律

　　第59号）第２条第２項に規定する合併市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町

　　村で地方自治法（昭和22年法律第67号）第７条第７項の規定による告示のあったものをいう。

　２　「旧法による合併市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２

　　項に規定する合併市町村（平成７年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置された

　　ものに限る。）をいう。

４　公営企業経営健全化計画の基本方針等

　注　計画期間については、原則として平成19年度から23年度までの５か年とすること。

基 本 方 針

区　　分

　外ヶ浜中央病院は青森地域医療圏域の中で、津軽半島唯一の病院で
あり、２町１村（外ケ浜・今別町・蓬田村）を診療圏域としているこ
とに加え、地域唯一の救急告示病院として初期救急医療の維持・確立
を担っており、地域にあっては欠く事のできない医療施設となってい
る。また、病院事業のほかに地域唯一の介護老人保健施設（５０床）
を併設運営し、医療、介護施策において重要な役割を担っていること
から、経営の健全化、及び運営の安定が強く求められている。
　事業の健全運営のための中期経営計画の策定、事務事業の見直しな
どを積極的に行い。それぞれの事業を通じて地域社会に貢献すること
とともに、社会経済情勢の変化を適切に把握し、経営の健全化を推進
していくものである。

外ヶ浜町公営企業健全化計画

平成１９年度から平成２３年度

外ヶ浜町地方公営企業集中改革プラン（病院／老人保健施設）既存計画との関係

計画策定責任者

議会への説明後、外ヶ浜町公式ホームページ上に掲載

計 画 期 間

22.09.03

22年度フォローアップ用（19年度承認済分）

・累積欠損金比率の19～23年度実績（見込み）が未達成
・職員数の20年度実績、21～23年度見込が未達成

9.7%（Ｈ18） 801（Ｈ18）

団　　体　　名※

構成団体名

別添２

資本費

内　　　容

計 画 名

〔合併期日：平成17年3月28日　合併前市町村：　蟹田町、平舘村、三厩村　　 〕

　　合併により、自治体内の２つの診療施設について（外ヶ浜中央病院・三厩診療所）施設統
合、会計統合が検討されたが、医療法の制約、２施設間の距離（34㎞）、住民の意向等により
統合を見送っている。

公 表 の 方 法 等

外ヶ浜町長　　森　内　　勇

22.3（Ｈ19）0（Ｈ18）

0（Ｈ18）

地方公営企業法の適用・非適用

職員数※  (H19. 4. 1現在)

利益剰余金又は積立金（百万円）

不良債務     （百万円）

事　　業　　名

事業開始年月日 昭和34年5月6日

病院事業

■適　用　 □非適用

公営企業債現在高（百万円）

64外ヶ浜町

　□　新法による合併市町村、合併予定市町村における公営企業の統合等の内容
　■　旧法による合併市町村における公営企業の統合等の内容
　□　該当なし

　３　□にレを付けた上で内容を記載すること。

0（Ｈ18）

資金不足比率    （％）

96.7（Ｈ18）

0.18（Ｈ18）

31（Ｈ18）累積欠損金   （百万円）
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Ⅰ　基本的事項（つづき）

５　繰上償還希望額等

補償金免除額

注　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基準

　日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上、確

　認した補償金免除(見込)額を記入すること。

６　平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】

注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。

　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

(単位：百万円)

合　　計区　　　分

公営企業金融公庫資金

旧簡易生命保険資金

225.3

51.9 51.9

年利５％以上６％未満 年利６％以上７％未満 年利７％以上

繰上償還希望額

繰上償還希望額

旧 資 金 運 用 部 資 金
225.3繰上償還希望額

(単位：千円)

合　　計

合　　　計　　　　 (B)

公営企業で負担するもの (A)-(B)

合　　　計　　　　 (B)

公営企業で負担するもの (A)-(B)

合　　　計　　　　 (A)

事業債名

公
営
企
業
債

合　　　計　　　　 (B)

病院事業

266,840 225,297

年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高)

年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高)

266,840

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成20年度末残高）

年利７％以上
（平成19年度末残高） 合　　計

492,137225,297

492,137

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高）

年利７％以上
(平成20年度9月期残高) 合　　計

年利７％以上
(平成19年度末残高)

事業債名

合　　　計　　　　 (A)

※
上
記
の
う
ち

一
般
会
計
負
担
分

(

再
掲

)

公
営
企
業
債

合　　　計　　　　 (A)

事業債名

公
営
企
業
債

公営企業で負担するもの (A)-(B)

※
上
記
の
う
ち

一
般
会
計
負
担
分

(

再
掲

)

※
上
記
の
う
ち

一
般
会
計
負
担
分

(

再
掲

)
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Ⅱ　財務状況の分析

区　　分

財 務 上 の 特 徴

課 題 ① 　入院診療収益の適正確保

課 題 ② 　外来診療収益の増加

課 題 ③ 　その他医業収益の安定確保

課 題 ④ 　繰入金の適正確保

課 題 ⑤

留 意 事 項

注１　「財務上の特徴」欄は、事業環境や地域特性等を踏まえて記載すること。また、経営指標等につ

　　いて経年推移や類似団体との水準比較などを行い、各自工夫の上説明すること。

　２　「経営課題」欄は、料金水準の適正化、資産の有効活用、給与水準・定員管理の適正合理化、維

　　持管理費等サービス供給コストの節減合理化、資本投下の抑制、民間的経営手法等の導入等、団体

　　が認識する経営上の課題について、優先度の高いものから順に記載する。また、経営課題と認識す

　　る理由を類似団体等との比較を交えながら具体的に説明すること。

　３　「留意事項」欄は、「経営課題」で取り上げた項目の他に、経営に当たって補足すべき事項を記

　　載すること。

　４　必要に応じて行を追加して記入すること。

経 営 課 題

内　　　　容

　
　不採算地区の小規模病院（許可病床５０床）である。

　内科・小児科・外科・整形外科・リハビリテーション科・歯科を標榜
診療科とし、常勤医師７名（内科系医師５名・整形外科医師１名・歯科
医師１名）での診療を行っている。
　
　へき地医療拠点病院として県の指定を受けていることから、隣接市町
の２つの診療所（五所川原市市浦診療所・今別町今別診療所）へ診療支
援のため医師を派遣し病診連携を積極的に行っているほか、重症患者の
手術等については、同一医療圏の基幹病院と（県立中央病院・青森市民
病院）医療連携を図り、患者の不安解消に努めている。

　診療圏域に２つの消防署（救急隊）が位置する津軽半島北部地域唯一
の救急告示病院である。

　
地域唯一の救急告示病院として、救急医療体制の維持、拡充に努め、地
域医療の安定に貢献することを前提とした、経営健全化計画の策定が求
められている。

　繰入金の適正確保に努め、収支の健全化を図る。

　へき地医療拠点病院として、県の指定を受けていることから、隣接町
村立診療所への診療支援、受託診療体制の整備・拡充を図りつつ収益の
安定確保に努める。

　一日平均患者数 170 人超を目指し、収益の増加に努める。
　　目標収入額 275,625 千円

　病床利用率 90 % 超を維持し、収益の安定確保を図る。
　　収入目標額 377,775 千円
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Ⅲ　今後の経営状況の見通し（①法適用企業）
（１）収益的収支、資本的収支

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成19年度 平成20年度 平成20年度 平成21年度 平成21年度 平成22年度 平成22年度 平成23年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （ 実 績 ） （計画第２年度） （ 実 績 ） （計画第３年度） （ 実 績 ） （計画第４年度） （計画見直し） （計画第５年度） （計画見直し）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 )

１． (A) 631,333 535,797 517,446 737,987 747,817 761,240 770,710 771,760 787,910 783,030 750,822 794,450 797,000 806,030 802,500

(1) 566,808 506,144 497,133 655,060 667,960 674,640 680,271 684,760 703,098 695,030 667,071 705,450 710,000 716,030 715,000

(2) (B)

(3) 64,525 29,653 20,313 82,927 79,857 86,600 90,439 87,000 84,812 88,000 83,751 89,000 87,000 90,000 87,500

２． 304,111 246,239 304,978 279,807 256,588 306,144 286,564 299,200 314,128 299,200 312,370 299,200 313,286 299,200 313,286

(1) 7,681 618 2,999 3,863 5,198 4,100 6,997 4,200 10,459 4,200 6,074 4,200 3,286 4,200 3,286

5,601 1,967 2,138 2,062 6,660 3,376

2,080 618 1,032 3,863 3,060 4,100 4,935 4,200 3,799 4,200 2,698 4,200 3,286 4,200 3,286

(2) 296,430 245,621 301,979 275,944 251,390 302,044 279,567 295,000 303,669 295,000 306,296 295,000 310,000 295,000 310,000

(C) 935,444 782,036 822,424 1,017,794 1,004,405 1,067,384 1,057,274 1,070,960 1,102,038 1,082,230 1,063,192 1,093,650 1,110,286 1,105,230 1,115,786

１． 726,877 677,112 648,671 766,574 782,696 820,742 833,881 805,504 828,046 808,940 822,201 811,919 852,257 815,428 864,009

(1) 393,749 359,069 360,445 416,352 412,544 424,738 439,362 426,861 426,417 428,995 448,718 431,139 460,000 433,293 470,000

183,118 171,197 153,087 171,214 169,288 171,200 181,805 172,056 173,602 172,916 182,968 173,780 183,000 174,648 185,000

210,631 187,872 207,358 245,138 243,256 253,538 257,557 254,805 252,815 256,079 265,750 257,359 277,000 258,645 285,000

(2) 301,262 288,834 247,999 307,719 321,524 340,400 338,936 325,263 349,884 328,700 339,859 331,585 352,057 334,908 353,809

145,638 143,877 124,518 169,287 183,272 185,900 189,896 169,998 196,576 172,667 183,947 174,780 195,252 177,327 196,228

99,325 88,743 79,296 95,945 98,135 121,798 100,346 123,481 90,681 125,285 94,511 127,112 127,112 128,965 128,965

154,697 141,828 123,161 136,073 137,461 153,000 146,146 153,765 151,352 154,533 154,011 155,305 155,305 156,081 156,081

62,815 57,132 57,757 68,088 67,973 76,600 70,330 76,983 75,201 77,367 73,968 77,753 80,500 78,141 82,000

927 3,129 320 2,359 791 1,500 2,894 1,500 1,956 1,500 1,901 1,500 1,500 1,500 1,500

(3) 31,866 29,209 40,227 42,503 48,628 55,604 55,583 53,380 51,745 51,245 33,624 49,195 40,200 47,227 40,200

２． 234,376 232,553 228,070 255,344 256,347 251,325 258,136 252,045 252,469 249,841 241,269 247,630 237,918 245,292 237,536

(1) 31,586 29,581 27,700 25,801 24,159 23,325 23,573 22,045 9,545 19,841 8,857 17,630 7,918 15,292 7,536

(2) 202,790 202,972 200,370 229,543 232,188 228,000 234,563 230,000 242,924 230,000 232,412 230,000 230,000 230,000 230,000

(D) 961,253 909,665 876,741 1,021,918 1,039,043 1,072,067 1,092,017 1,057,549 1,080,515 1,058,781 1,063,470 1,059,549 1,090,175 1,060,720 1,101,545

基 本 給

医 業 費 用

職 員 給 与 費

減 価 償 却 費

医 業 外 費 用

そ の 他

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出

収 入 計

支 出 計

そ の 他 補 助 金

医 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

そ の 他

退 職 手 当

経 費

支 払 利 息

そ の 他

収

益

的

収

支

医 業 外 収 益

補 助 金

他 会 計 補 助 金

う ち 薬 品 費

① 材 料 費

② 経 費

う ち 委 託 料

③ そ の 他

( ) , , , , , , , , , , , , , , , , , , , , , , , , , , ,

(C)-(D) (E) -25,809 -127,629 -54,317 -4,124 -34,638 -4,683 -34,743 13,411 21,523 23,449 -278 34,101 20,111 44,510 14,241

(F)

(G)

(F)-(G) (H)

-25,809 -127,629 -54,317 -4,124 -34,638 -4,683 -34,743 13,411 21,523 23,449 -278 34,101 20,111 44,510 14,241

(I) -58,760 -186,389 -240,706 3,140 -31,498 -36,181 -66,241 -22,770 -44,718 679 -44,996 34,780 -24,885 79,290 -10,644

(J) 518,587 392,251 342,224 331,912 297,825 327,303 261,279 365,437 283,637 356,090 245,095 367,072 265,000 367,731 285,000

139,457 125,410 131,212 162,810 150,634 162,000 160,554 163,134 202,188 163,787 165,666 164,769 165,000 165,428 165,000

(K) 7,033 4,444 7,178 9,106 6,654 9,000 6,653 9,180 41,593 9,364 5,396 9,551 9,500 9,742 9,500

7,033 4,444 7,178 9,106 6,654 9,000 6,653 9,180 41,593 9,364 5,396 9,551 9,551 9,742 9,742

(L) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
( I )

(A)-(B)
(L)

(A)-(B)

(M)

(A)-(B) (N) 631,333 535,797 517,446 737,987 747,817 761,240 770,710 771,760 787,910 783,030 750,822 794,450 797,000 806,030 802,500

8.6

－

－9.3

－ －

不 良 債 務

う ち 一 時 借 入 金

流 動 資 産

流 動 負 債

((M)／(N)×100)

地方財政法施行令第19条第１項により算定した
資金の不足額

資 金 不 足 比 率

34.8

－

累 積 欠 損 金 比 率 （ 46.5）

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

不 良 債 務 比 率 （ -－） －×100 -

4.2 3.0 - - -4.8

－ －

特 別 損 益

経 常 損 益

×100

う ち 未 払 金

支 計

う ち 未 収 金

特 別 利 益

特 別 損 失

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

1.3

-

5.7

－

6.0

-

3.1

--
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（単位：千円，％）

年　　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成19年度 平成20年度 平成20年度 平成21年度 平成21年度 平成22年度 平成22年度 平成23年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （ 実 績 ） （計画第２年度） （ 実 績 ） （計画第３年度） （ 実 績 ） （計画第４年度） （計画見直し） （計画第５年度） （計画見直し）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 )

１． 12,500 47,500 19,100 13,800 74,900 245,200 245,200 20,000 16,000 20,000 2,000 20,000 36,000 20,000 22,000

２． 37,952 15,000 36,000 35,220 32,769 34,650 27,933 41,805 25,069 30,543 26,588 28,929

３． 526

４．

５．

６． 6,825 8,623 3,444 1,988 2,625 4,756 2,625 2,625 6,825 2,625 2,625

７．

８．

９． 2,250 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

(A) 50,452 69,325 65,973 20,244 79,888 286,045 252,956 55,769 53,650 53,558 47,331 50,694 76,368 52,213 56,554

(B)

(A)-(B) (C) 50,452 69,325 65,973 20,244 79,888 286,045 252,956 55,769 53,650 53,558 47,331 50,694 76,368 52,213 56,554

１． 18,094 56,898 39,887 20,290 82,537 25,000 36,601 22,000 71,636 25,000 22,590 25,000 46,000 25,000 27,000

２． 62,394 51,518 51,993 53,888 59,970 288,174 288,174 74,805 77,681 68,881 71,783 71,626 73,902 74,940 72,976

３．

４．

５． 26,000

(D) 80,488 108,416 117,880 74,178 142,507 313,174 324,775 96,805 149,317 93,881 94,373 96,626 119,902 99,940 99,976

 (D)-(C) (E) 30,036 39,091 51,907 53,934 62,619 27,129 71,819 41,036 95,667 40,323 47,042 45,932 43,534 47,727 43,422

１． 95,667 40,323 47,042 45,932 43,534 47,727 43,422

２．

３．

４． 30,036 39,091 51,907 53,934 62,619 27,129 71,819 41,036

(F) 30,036 39,091 51,907 53,934 62,619 27,129 71,819 41,036 95,667 40,323 47,042 45,932 43,534 47,727 43,422

そ の 他

純 計

(A)のうち翌年度へ繰り越される支出の
財源充当額

固 定 資 産 売 却 代 金

資

本

的

収

入

資

本

的

支

出
計

工 事 負 担 金

他 会 計 補 助 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

他 会 計 出 資 金

資

本

的

収

支

建 設 改 良 費

計

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

計

企 業 債

そ の 他

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資本的収入額が資本的支出額に不足する額

補

て

ん

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

補 て ん 財 源 不 足 額

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

(E)-(F)

863,205 859,187 826,294 786,208 801,140 758,166 758,166 703,361 696,485 654,480 626,701 602,854 588,799 547,914 537,823

863,205 859,187 826,294 786,208 801,140 758,166 758,166 703,361 696,485 654,480 626,701 602,854 588,799 547,914 537,823

（２）他会計繰入金

年　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成19年度 平成20年度 平成20年度 平成21年度 平成21年度 平成22年度 平成22年度 平成23年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （ 実 績 ） （計画第２年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第４年度） （計画第５年度） （計画第５年度）

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 )

123,944 55,000 100,000 100,000 80,000 127,944 110,000 120,000 136,278 120,000 132,119 120,000 131,666 120,000 131,666

120,944 55,000 80,345 100,000 80,000 127,944 110,000 120,000 133,239 120,000 132,119 120,000 131,666 120,000 131,666

3,000 19,655 3,039

3,000 19,655

37,952 15,000 36,000 35,520 32,769 34,650 27,983 42,331 25,069 30,543 26,588 28,929

30,949 15,000 32,075 35,220 32,769 27,933 41,805 25,069 30,543 26,588 28,929

7,003 3,925 34,650 526

う ち 基 準 外 繰 入 金

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 赤 字 補 て ん 的 な も の

企 業 債 現 在 高

うち建設改良費・準建設改良費に係るもの

補 て ん 財 源 不 足 額 (E) (F)

積 立 金 現 在 高

う ち そ の 他 に 係 る も の

うち料金収入に計上すべき繰入等

う ち 赤 字 補 て ん 的 な も の

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

（単位：千円）
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（３）経営指標等

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成19年度 平成20年度 平成20年度 平成21年度 平成21年度 平成22年度 平成22年度 平成23年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （実績） （計画第２年度） （実績） （計画第３年度） （実績） （計画第４年度） （計画見直し） （計画第５年度） （計画見直し）

（ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 )

資金不足比率 (％) (再掲) - - - - - - - - - - - - - - -

料金回収率※ (％)

総収支比率（法適用） (％) 97.3 86.0 93.8 99.6 96.7 99.6 96.8 101.3 102.0 102.2 100.0 103.2 101.8 104.2 101.3

経常収支比率（法適用） (％) 97.3 86.0 93.8 99.6 96.7 99.6 96.8 101.3 102.0 102.2 100.0 103.2 101.8 104.2 101.3

医業収支比率（法適用） (％) 86.9 79.1 79.8 96.3 95.5 92.8 92.4 95.8 95.2 96.8 91.3 97.8 93.5 98.8 92.9

累積欠損金比率（法適用） (％) (再掲) 9.3 34.8 46.5 - 4.2 4.8 8.6 3.0 5.7 － 6.0 － 3.1 － －

収益的収支比率（法非適用） (％) (再掲)

(％) (再掲) － － － - － － － － － － － － － － －

(％) 13.2 7.0 12.2 9.8 8.0 12.0 10.4 11.2 12.4 11.1 12.4 11.0 11.9 10.9 11.8

うち基準内繰入金 (％) 12.9 7.0 9.8 9.8 8.0 12.0 10.4 11.2 12.1 11.1 12.4 11.0 11.9 10.9 11.8

うち基準外繰入金 (％) 0.3 0.0 2.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　うち料金収入に計上すべき繰入等 (％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％) 0.3 0.0 2.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(％) 75.2 21.6 54.6 0.0 0.0 12.4 0.0 58.8 64.6 52.2 89.4 49.5 40.0 50.9 51.2

うち基準内繰入金 (％) 61.3 21.6 48.6 0.0 0.0 12.3 0.0 58.8 0.0 52.2 88.3 49.5 40.0 50.9 51.2

うち基準外繰入金 (％) 13.9 0.0 5.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 64.6 0.0 1.1 0.0 0.0 0.0 0.0
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

注１　上記の各指標の算出方法については、次のとおりであること。

 　 (1) 資金不足比率（％）

 　　 ア　地方公営企業法適用企業の場合＝地方財政法施行令第19条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　　 イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝地方財政法施行令第20条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (2) 総収支比率（％）＝総収益／総費用×１００

 　 (3) 経常収支比率（％）＝経常収益／経常費用×１００

 　 (4) 営業収支比率（％）＝（営業収益－受託工事収益）／（営業費用－受託工事費用）×１００

 　 (5) 累積欠損金比率（％）＝累積欠損金／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (6) 収益的収支比率（％）＝総収益／（総費用＋地方債償還金）×１００

 　 (7) 不良債務比率(又は赤字比率)（％）＝不良債務（又は実質赤字額）／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (8) 繰入金比率（％）＝収益的収入に属する他会計繰入金（又は資本的収入に属する他会計繰入金）／収益的収入（又は資本的収入）×１００

　２　上記指標のうち「料金回収率」は、水道事業（簡易水道事業を含む）、工業用水道事業及び下水道事業（下水道事業にあっては使用料回収率）について記載すること。

 　 (1) 水道事業、工業用水道事業に係る料金回収率の算出方法

 　　 ・料金回収率（％）＝供給単価※1／給水原価※2×１００

　　　  ※1 供給単価（円／㎥）＝給水収益／年間総有収水量(工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　  ※2 給水原価（円／㎥）＝（経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金(水道事業のみ))）／年間総有収水量（工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　　　　但し、簡易水道事業について外ケ浜町病院事業経営健全化計画

　　　　　　ア　地方公営企業法適用企業平成１８年度～平成２３年度

　　　　　　イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝（総費用－（受託工事費＋基準内繰入金）＋地方債償還金）／年間総有収水量

 　 (2) 下水道事業に係る使用料回収率の算出方法

 　　 ・使用料回収率（％）＝使用料収入／汚水処理費×１００

（４）収支見通し策定の前提条件

　注１　収支見通しを策定するに当たって、前提として用いた各種仮定（前提条件）について、各区分に従い、それぞれその具体的な考え方を記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

(単位：％)

収支見通し策定に当たっての考え方（前提条件）条件項目

１　料金設定の考え方、料金収入の見込み

不良債務比率（法適用）又は
赤字比率（法非適用）

繰
入
金
比
率

　診療報酬の改定（２年毎）が随時行われるため、基本的には診療単価は、横ばいに推移するものと想定している。入院収益は、病床利用率が90％を超えた状況であることから、現況を
下回らないこと。外来収益では、19年４月にリハビリテーション科を標榜診療科に加え、施設基準の届出を行うなど診療体制の拡充を図るとともに、医師の充足率も改善されていることか
ら、外来患者数の増加を見込んでいる。

資本的収入分

収益的収入分

　病院の規模、基準に基づいた診療報酬のほかに、県が公表している事業年報の診療圏域におけるそれぞれの診療単価の平均（　医科入院 22,294円 外来 6,533円 歯科 7,386円　）を
下回らない額を収益目標の診療単価とした。
　また、職員給与費にあっては組織平均年齢構成上、定期昇給に伴う自然増加が避けられないことから、現在行われている基本給の減額支給（医師・医療技術職・看護職・事務職員そ
れぞれ２～５％）の継続の可否を検討する。

４　その他収支見通し策定に当たって前提
　としたもの

２　他会計繰入金の見込み

３　大規模投資の有無、資産売却等による
　収入の見込み

　一般会計が非常に厳しい状況であるが、病院事業会計にあっては収支の健全化に加え、財務諸表の健全維持が不可欠であることから収益繰入のほか、資本繰入の基準繰入を引き
続き財政担当課と協議し、繰出し基準通知に基づいた適正繰入の確保に努力する。

　平成１８年度に行ったリハビリ診療棟の新設（診療・訓練機器投資総額 73,886千円）により、診療の基本体制が整った。今後にあっては、医療機器の更新、増設を積極的に行い（５年
単位で 100,000千円を見込んでいる。）、診療機能の維持・拡充を図る。今後の大規模投資の見込みはなく、また、売却可能な資産は保有していない。
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Ⅳ　経営健全化に関する施策

◇　国家公務員の給与構造改革を踏
　まえた給与構造の見直し、地域手
　当のあり方

　集中改革プランにおける計画値は、施設の運営に必要な職員数を計上しているが、医療法に定める標準数と比較すると看護職員にあっては医
療法の標準数２２人に対し２７人であり計画を上回って推移している。これは病院の規模並びに勤務形態に係る労働法の規定により、標準数を超
える数での運営を余儀なくされているためである。今後については医療法に定める標準数を指標とし、退職者の補充にあっては非常勤職員の雇用
を検討するなど職員数の適正化に努める。
　集中改革プラン(１７年度～21年度)　46名→45名　公営企業健全化計画(１９年度～２３年度)　48名→48名

◇　技能労務職員に相当する職種に
　従事する職員等の給与のあり方

◇　退職時特昇等退職手当のあり方

◇　福利厚生事業のあり方

２　物件費の削減、指定管理者制度の活用等
　民間委託の推進やＰＦＩの活用等

○　維持管理費等の縮減その他経営効率
　化に向けた取組

○　指定管理者制度の活用等民間委託の
　推進やＰＦＩの活用

項　　　　目 具　体　的　内　容

１　行革推進法を上回る職員数の純減や人件
　費の総額の削減

○　地方公務員の職員数の純減の状況

○　給与のあり方

　
　指定管理者制度の活用等については、病院の規模・地域性により困難な状況にあり、実施は予定していない。

　給与構造の見直しについては、平成１７年度に実施済みである。特殊勤務手当てについては、集中改革プランに基づき平成１８年度に見直しを行
い、危険手当及び麻薬管理手当を廃止している。
　また、一般会計に準じ、平成１７年度から医師・医療技術職・看護職・事務職員の基本給をそれぞれ２～５％減額支給（Ｈ17年度 6,298千円 H18年
度 6,258千円）、期末手当を医師５～７％・医療技術職・看護職・事務職員をそれぞれ３～８％減額（H17年度 2,322 千円 H18年度 3,418 千円）して
いる他、平成１８年度から医師以外を除いた管理職手当の支給停止（346千円）を行っている。

　技能労務職員については、平成１７年度から非常勤職員で対応している。

　退職手当については不適正な運用は実施していない。

　職員関係団体に対する補助は、平成１３年度に廃止しており、公費支出を伴う福利厚生事業は実施していない。

業務の委託化等により費用の縮減に努めている。
　業務委託（ 医事会計業務 H 2・給食業務 H 4・施設清掃業務 H 13 ）
　非常勤職員の雇用（ 看護補助者 H 9・宿日直業務員 H 7・技能労務員 H 17 ）
　業務の電算化（ レセプト電子媒体請求 H 15・給与計算 H14・財務会計システム H 13 ）
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Ⅳ　経営健全化に関する施策（つづき）

　注１　上記区分に応じ、「Ⅱ 財務状況の分析」の「経営課題」に掲げた各課題に対応する施策を具体的に記入すること。その際、どの課題に対応する施策か明らかとなるよう、Ⅱに付した

　　　課題番号を引用しつつ、記入すること。

　　２　上記に記入した各種施策のうち、当該取組の効果として改善額の算出が可能な項目については、「Ⅴ 繰上償還に伴う経営改革効果」の「年度別目標等」にその改善額を記入すること。

　　　なお、当該改善額が対前年度との比較により算出できない項目（資産売却収入・工事コスト縮減など）については、当該改善額の算出方法も併せて上記各欄に記入すること。

　　３　必要に応じて行を追加して記入すること。

　（課題①）入院収益の確保については、平成17・18年度において病床利用率・収益ともに目標値を上回っている。平均在院日数は従来より２６日
以下を目標として運営していたが、平成１５年度から悪化し、平成１６年度は33.8日となったが、平成１７年度に医師の充足率が改善されたことに伴
い大きく改善された（H17 25.8日 H18 24.2日 H19上期 23.9日）今後についても平均患者数、平均在院日数の維持を図り入院収益の安定確保に努
める。（課題②）外来収益では、診療単価にあっては入院同様に目標値を超えているが、患者数で下回っていることから、収益目標値に到達してい
ないが、平成１９年４月にリハビリテーション科の標榜、診療環境の整備を行ったことにより、平成１９年８月以降は１日平均169.3人と外来患者数も
増加しているとから、収益も堅調に伸びつつあり、今後も努力し外来収益の目標確保に努める。（課題③）その他医業収益についても、産業医活動
など職場支援により、健康診断受託収益が増加していることから順調に推移すると予測している。（課題④）繰入金については、財政部局との協議
を通じて収支に係る繰り入れについては平成２０年度に適正確保を図り繰越欠損金の早期解消に努めるとともに、資本繰り入れについても平成２
２年度を目途に適正繰入を行い、財務の安定化に努める。

５　その他

　財務状況、給与、定員管理の状況については、町のホームページで公開している。

　現在、行政評価システムの導入予定はない。

項　　　　目 具　体　的　内　容

○　経営健全化や財務状況に関する情報
　公開

４　経営健全化や財務状況に関する情報公開
　の推進と行政評価の導入

○　行政評価の導入

３　コスト等に見合った適正な料金水準への
　引上げ、売却可能資産の処分等による歳入
　の確保

○　料金水準が著しく低い団体にあって
　は、コスト等に見合った適正な料金水
　準への引き上げに向けた取組

　診療報酬の改定に併せて、必要な人員配置等の措置を講じている。
　また、診療収益の増加を図るため平成１９年４月にリハビリテーション科を開設・標榜し、診療報酬算定施設基準届出を行ったほか、
内視鏡システムを増設・更新し、検査の効率化並びに収益の増加に努めた。
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Ⅴ　繰上償還に伴う経営改革促進効果
１　主な課題と取組み及び目標

注１ 上記各項目には Ⅱで採り上げた経営課題に対応する取組としてⅣに掲げた経営健全化に関する施策のうち それぞれ各項目に該当するものに いて その対応関係が分かるように記入すること

課　題

１　職員数の純減や人件費の総額の削減

２　経営効率化や料金適正化による繰越欠損金の解消等

３　一般会計等からの基準外繰出しの解消等

４　その他

取　組　み　及　び　目　標

　医療法に基づく標準数を指針とし、施設運営上必要な職員数の適否を再検討し、退職者の補充にあっては非常勤職員の雇用を検討する。

　人件費の総額の削減にあっては、基本給、期末手当の減額支給措置の継続の可否、及び昇給・昇格基準の見直し等も含め、今後も一般会計との協調を図りなが
ら実施していく。

　入院、外来、その他医業収益の目標数値については、事前に医局と協議し、合意を得ている。また、事業の運営状況については、毎月開催される代表者会議
（全医師並びに各部署の代表者２２名で構成）を通じて報告、検証を行ってきたことにより、赤字基調の運営から脱却できている。今後については、繰越欠損金
の早期解消を目指した一層の努力が必要である。
　平成１９年度にあっては、計画の進捗状況を確認・共有するため、毎月の代表者会議時に診療諸表の報告・検証を行い、事業運営の健全化に努めている。

　繰入金の算出にあたっては，財政部局の事前合意は得られているが、町の財政困窮等により適正な繰入が困難な状況が平成１５年度以降続いている。繰入金の
適正確保を目指し、今後についても収支見込、財務諸表予測等具体的な数値に基づく協議を行っていく。

　注１　上記各項目には、Ⅱで採り上げた経営課題に対応する取組としてⅣに掲げた経営健全化に関する施策のうち、それぞれ各項目に該当するものについて、その対応関係が分かるように記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

２　年度別目標等　　※ 次頁以下（１）から（５）までの各事業別様式を参考に、以下の考え方に沿って策定すること。

（各事業共通留意事項）

　１．次頁以下の各事業別様式は、「年度別目標」を策定するに当たって参考となるよう例示的な様式を示したものであり、２に掲げた項目以外は必ずしも全ての項目に記入を要するものではなく、各団体の各事業の

　　状況にあわせて記入可能な項目のみ記入し又は独自の取組に応じた項目を立てて記入することは差し支えないものであること。

　２．各事業別様式は参考例示ではあるが、各様式中の「目標又は実績」欄の項目のうち、職員数、行政管理経費（人件費、物件費、維持補修費等）に該当する項目並びに累積欠損金比率及び企業債現在高は、年度別

　　目標策定に際して必須項目とされているので漏れがないよう留意すること。なお、これらの項目のうち、職員数、行政管理経費については、各団体(事業)の取組状況に応じて、適宜、細分化（例：職員数→職種別

　　に区分、正職員と臨時職員とを分離計上等）することは差し支えないこと。

　３．「目標又は実績」欄の項目中、「職員数」については、前年度との比較によりその増減数を各年度の「増減数」欄に計上するとともに、計画期間中の「増減数」の合計は「計画合計」欄に計上し、計画前５年間

　　の「増減数」の合計は「計画前５年間実績」欄に計上すること。

　４．「目標又は実績」欄の項目の見直し施策実施に係る「改善額」は、原則として、当該見直し施策実施年度の前年度との比較により算出し、その改善効果がその後も継続するものとして、その後の各年度の改善額

　　を計上すること。

　５．４による「改善額」が対前年度との比較により算出できない項目、その改善効果が単年度に限られる項目（資産売却益、工事コスト縮減等）については、当該改善額のみ当該見直し施策の実施年度の「改善額」

　　欄に計上すること。またその場合の改善額の算出方法について、Ⅳの当該施策に係る「具体的内容」欄に併せて記入すること。

　　計上すること。

　７．「改善額　合計」欄及び「計画前５年間改善額　合計」欄には、それぞれの期間に係る人件費（退職手当以外の職員給与費）その他改善額を計上することが可能なものの合計（「計画合計」及び「計画前５年間

　　実績」それぞれの合計）を記入すること。その際、同一項目に係る内訳に相当するもの等を重複計上することのないよう留意すること。

　８．「(参考) 補償金免除額」欄に記入する「補償金免除額」とは、計画提出前の一定基準日の金利動向に応じて算出された予定額（補償金免除(見込)額）であり、Ⅰの「５ 繰上償還希望額等」に記入した「旧資金

　　運用部資金」の「繰上償還希望額」に対応する「補償金免除額」の「合計」欄の額を転記すること。

　９．以上の他、各事業別様式において、記入を求められている経営指標その他の項目等については各事業別様式の指示（留意事項）に従うこと。

10 必要に応じ 行を追加し 記入する と　10．必要に応じて行を追加して記入すること。
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Ⅴ　繰上償還に伴う経営改革促進効果（つづき）

２　年度別目標等

（４）病院事業

●年度別目標 （単位：人、千円、％）

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成19年度 平成20年度 平成20年度 平成21年度 平成21年度 平成22年度 平成22年度 平成23年度 平成23年度
（計画前5年度） （計画前4年度） （計画前3年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （実績） （計画第2年度） （実績） （計画第3年度） （実績） （計画第4年度） （計画見直し） （計画第5年度） （計画見直し）

（決算） （決算） （決算） （決算） （決算） 目標 目標 目標 目標 目標 目標 目標 目標 目標 目標

6 6 4 6 6 7 7 7 6 7 6 7 6 7 6

正　 規 6 6 4 6 6 7 7 7 6 7 6 7 6 7 6

臨時等

0 △ 2 2 0 0 1 1 0 △ 1 0 0 0 0 0 0 1 0

36,290 △ 40,100 △ 3,810 △ 14,380 △ 14,380 △ 14,380 0 △ 14,380 0 △ 14,380 0 △ 14,380 0 △ 71,900 △ 14,380

28 27 28 29 29 29 29 29 29 29 29 29 29 29 29

正　 規 26 25 26 27 27 27 27 27 27 27 27 27 27 27 27

臨時等 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

△ 1 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4,690 △ 3,040 △ 3,040 △ 1,390 0.0 0.0

8 8 8 8 9 9 9 9 10 9 10 9 10 9 10

正　 規

臨時等 8 8 8 8 9 9 9 9 10 9 10 9 10 9 10

0 0 0 1 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1

△ 2,166 △ 2,166 △ 1,723 △ 1,723 △ 1,723 △ 1,723 0 △ 6,892

9 9 9 9 9 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

正　 規 9 9 9 9 9 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

臨時等

0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1

0 △ 3,192 △ 3,192 △ 3,192 △ 3,192 △ 3,192 △ 4,558 △ 3,192 △ 4,700 △ 3,192 △ 4,900 △ 15,960 △ 20,542

10 8 8 8 8 9 9 9 10 9 9 9 9 9 9

正　 規 5 5 5 4 4 4 4 4 5 4 5 4 5 4 5

臨時等 5 3 3 4 4 5 5 5 5 5 4 5 4 5 4

0 △ 2 0 0 0 △ 2 1 1 0 1 0 △ 1 0 0 0 0 1 1

0 2,642 0 8,890 8,890 20,422 △ 1,730 △ 1,730 △ 1,730 △ 6,622 △ 1,730 △ 4,990 △ 1,730 △ 3,994 △ 1,730 △ 4,200 △ 8,650 △ 21,536

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

正　 規 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

臨時等

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

正　 規 1 1 1 0 0 0 0 0 1 0 1 0 1 0 1

臨時等 2 2 2 3 3 3 3 3 2 3 2 3 2 3 2

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

8,890 8,890 17,780 △ 4,892 △ 4,990 △ 3,994 △ 4,200 0 △ 18,076

3 1 1 1 1 2 2 2 3 2 2 2 2 2 2

正　 規

臨時等 3 1 1 1 1 2 2 2 3 2 2 2 2 2 2

△ 2 0 0 0 △ 2 1 1 0 1 0 △ 1 0 0 0 0 1 1

2,642 2,642 △ 1,730 △ 1,730 △ 1,730 △ 1,730 △ 1,730 0 △ 1,730 0 △ 1,730 0 △ 8,650 △ 3,460

61 58 57 60 61 64 64 64 65 64 64 64 64 64 64

正　 規 46 45 44 46 46 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48

臨時等 15 13 13 14 15 16 16 16 17 16 16 16 16 16 16

0 △ 3 △ 1 3 0 △ 1 3 3 0 0 0 △ 1 0 0 0 0 3 2

0 7,332 33,250 △ 34,250 8,890 15,222 △ 19,302 △ 19,302 △ 19,302 △ 11,537 △ 19,302 △ 11,271 △ 19,302 △ 10,417 △ 19,302 △ 10,823 △ 96,510 △ 63,350

62.4 67.0 69.7 56.5 55.2 - 55.9 57.0 55.8 54.1 55.8 59.8 55.8 55.0 55.8 55.1 - -

職員数

増減数

改善額

診療介助員

職
員
数

事務職員

職員数

改善額

看護部門職員

職員数

増減数

改善額

職員数

計

増減数

目標又は実績

改善額

改善額

医　　　　師

職員数

増減数

医療技術職員

技能労務員

計画前5年間
実　績

増減数

改善額

増減数

改善額

その他の職員

職員数

職員数

増減数

区
分

職員数

看護補助者職員

増減数

改善額

改善額

職員数

増減数

医業収益に対する職員給与費割合

計画合計
（計画見直し）

計画合計
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Ⅴ　繰上償還に伴う経営改革促進効果（つづき）

２　年度別目標等

（４）病院事業

●年度別目標　○金額ベース○ （単位：人、千円、％）

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成19年度 平成20年度 平成20年度 平成21年度 平成21年度 平成22年度 平成22年度 平成23年度 平成23年度
（計画前5年度） （計画前4年度） （計画前3年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （実績） （計画第2年度） （実績） （計画第3年度） （実績） （計画第4年度） （計画見直し） （計画第5年度） （計画見直し）

（決算） （決算） （決算） （決算） （決算） 目標 目標 目標 目標 目標 目標 目標 目標 目標 目標
入 院 44.1人/日 39.5人/日 38.3人/日 47.3人/日 46.4人/日 47.0人/日 46.1人/日 47.0人/日 47.1人/日 47.0人/日 46.2人/日 47.0人/日 47.0人/日 47.0人/日 47.0人/日
外 来 165.0人/日 142.8人/日 124.2人/日 151.0人/日 141.5人/日 165.0人/日 167.4人/日 170.0人/日 176.3人/日 175.0人/日 146.8人/日 180.0人/日 170.0人/日 185.0人/日 175.0人/日

291,060 263,517 305,711 271,717 320,705 242,839 362,943 270,000 380,730 275,000
14,651 8,200 14,994 △ 20,678 15,937 6,483 15,533 11,483 61,115 5,488

入 院 21,890円 22,667円 22,756円 23,963円 24,664円 23,500円 24,700円 23,500円 25,060円 23,500円 25,180円 23,500円 25,070円 23,500円 25,070円
外 来 5,306円 5,086円 5,935円 6,574円 7,231円 7,200円 6,425円 7,340円 6,343円 7,480円 6,836円 7,620円 6,480円 7,770円 6,410円

3,500 2,779 4,300 4,082 5,200 3,935 6,200 4,500 7,400 5,500
3,500 2,779 4,300 4,082 5,200 3,935 6,200 4,500 7,400 5,500 26,600 20,796

18,732 32,000 20,310 41,600 19,065 49,000 20,852 52,000 22,000 52,000 22,500
1,578 9,600 333 17,000 2,120 20,000 3,268 20,000 3,768 66,600 11,067

- - - - - - - - - - - - - - -
38,957 45,700 47,594 47,000 41,172 48,000 41,304 49,000 45,040 50,000 45,540

8,637 1,300 2,215 2,300 2,347 3,300 6,083 4,300 6,583 11,200 25,865
80,000 110,000 133,239 173,924 162,209 160,595

金額ベース 30,000 53,239 93,924 82,209 80,595 339,967

- - - - - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - - - - -

(▲3.0％） 5,748 6,298 6,258 18,304 6,786 6,786 6,916 4,955 13,702 11,741

(▲6.0％） 2,133 2,322 3,418 7,873 3,600 3,600 3,600 1,490 7,200 5,090

医療技術職 216 216

医師を除く 346 346

- - - - - - - - - - - - - - -

累積欠損金比率 9.3 34.8 46.5 － 4.2 4.8 8.6 3.0 5.7 － 6.0 － 3.1 － 1.3
増　減 25.5 11.7 △ 46.5 4.2 0.6 4.4 △ 1.8 △ 2.9 △ 3.0 0.3 0.0 △ 2.9 0.0 △ 1.8

企業債現在高 863,205 859,187 826,294 786,208 801,140 758,166 758,166 703,361 696,485 654,480 626,701 602,854 588,799 547,914 537,823
増　減 △ 4,018 △ 32,893 △ 40,086 14,932 △ 42,974 △ 42,974 △ 54,805 △ 61,681 △ 48,881 △ 69,784 △ 51,626 △ 37,902 △ 54,940 △ 50,976

41,961 89,907 356,664
（注）１．職員数「その他職員」欄については、必要に応じて事務職員、給食職員など内訳を記入すること。

　　　２．費用削減「その他」欄には、必要に応じて見直した経費等（材料費、薬剤費、委託費等）の内訳を記入すること。 51,944
　　　３．会計規模により必要に応じて単位を百万円から千円に変更することも可とするが、「改善額合計」を算出する際の単位誤り、誤計上(重複計上等)がないよう留意すること。

基準内繰入金確保に係る改善額積算内訳

【金額ベース】●適用

繰入基準額A 157,992 160,182 180,447 173,924 162,209 160,595

基準内繰入金B 80,000 110,000 133,239 173,924 162,209 160,595

改善額 30,000 53,239 93,924 82,209 80,595 339,967

【割合ベース】

B/A 50.6 68.7 73.8 100.0 100.0 100.0

28,993 41,864 85,918 80,131 79,334 316,240

改善額

管理職手当の支給停止(H18～)

改善額

改善額

基本給の抑制（H16～)

うち退職手当

改善額

一般会計負担金の額

改善額

改善額
その他

改善額
診療支援・受託診療収益

( H19～）

区
分

目標又は実績
計画前5年間

実　績

( H19～） 改善額

確保

改善額

患者一日一人当
たり収入の増

改善額

内視鏡検査体制の拡充

外来患者の確保

期末手当の抑制（H16～)

改善額

改善額

収
入
確
保

費
用
削
減

改善額

その他

改善額

うち退職手当以外

計画前５年間改善額　合計

改善額

人件費の見直し

リハビリ診療の開始・拡充

入院・外来患者の

特勤手当の廃止(H18～)

改 善 額　　合　計

（参考）補償金免除額

計画合計
（計画見直し）

計画合計
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（４）病院事業（つづき）

●各種経営比率
平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成19年度 平成20年度 平成20年度 平成21年度 平成21年度 平成22年度 平成22年度 平成23年度 平成23年度

（計画前5年度） （計画前4年度） （計画前3年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （実績） （計画第2年度） （実績） （計画第3年度） （実績） （計画第4年度） （計画見直し） （計画第5年度） （計画見直し）
（決算） （決算） （決算） （決算） （決算） 目標 目標 目標 目標 目標 目標 目標 目標 目標 目標

97.3 86 93.8 99.6 96.7 99.6 96.8 101.3 102.0 102.2 100.0 103.2 103.2 104.2 104.2
86.9 79.1 79.8 96.3 95.4 92.8 92.4 95.8 95.2 96.8 91.3 97.8 97.8 98.8 98.8
62.4 67.0 64.4 55.8 55.0 55.8 57.0 55.3 54.1 54.8 59.8 54.3 54.3 53.8 53.8
15.8 16.6 16.7 15.1 16.1 16.0 13.0 16.0 11.5 16.0 12.6 16.0 16.0 16.0 16.0
23.1 26.9 24.3 23.0 24.5 24.4 24.6 22.0 24.9 22.0 24.5 22.0 22.0 22.0 22.0
88.2 79 76.6 94.6 92.8 94.0 92.1 94.0 94.3 94.0 91.3 94.0 94.0 94.0 94.0

88.2 79 76.6 94.6 92.8 94.0 92.1 94.0 94.3 94.0 91.3 94.0 94.0 94.0 94.0
（注）１．複数の病院を有する事業にあっては、病院ごとに作成すること。

　　　２．「病床利用率」欄には、稼働病床が許可病床と異なる場合における稼働病床利用率を上段（　　）書きすること。

　　　３．「類似規模」欄には、「地方公営企業年鑑」における経営規模別（黒字病院）の数値を記入すること。

●再編・ネットワーク化について

平成１３年３月 　青森地域保健医療圏自治体病院機能再編成計画策定。

平成１７年４月～ 　津軽半島北部地域において、市浦診療所（五所川原市）、今別診療所（今別町）との医療連携を実施。

●経営形態の見直し（民間的経営手法の導入）について

103.2
90.2

23.3
74.3

74.3

　　※　二次医療圏における「再編計画の概要・実施スケジュール」又は少なくとも「検討体制・スケジュール、検討の方向性、結論を取りまとめる時期」を具体的に記載すること。

病床利用率

59.4
17.6

　　※　「新経営形態への移行計画の概要・実施スケジュール」又は少なくとも「検討体制・実施スケジュール、検討の方向性、結論を取りまとめる時期」を具体的に記載すること。

一　　　　般
療　　　　養
結　　　　核
精　　　  神
感　 染 　症

計

医 業 収 支 比 率

材 料 費 率

区
分

目標又は実績

病
床

職 員 給 与 費 率
薬 品 費 率

経
営
指
標

経 常 収 支 比 率

全国平均
（平成17年度）

類似規模

　平成１４・１５年度に民間委譲を検討し、折衝を行った経緯があったが、病院の規模・地域性により、民間委譲、指定管理者制度の導入は困難であり、現行の形態での運営を予定している。
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Ⅲ　今後の経営状況の見通し（①法適用企業）　添付資料
（１）医業収益積算根拠

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成19年度 平成20年度 平成20年度 平成21年度 平成21年度 平成22年度 平成22年度 平成23年度 平成22年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） 実績 （計画第２年度） 実績 （計画第３年度） 実績 （計画第４年度） （計画見直し） （計画第５年度） （計画見直し）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 )

１． (A) 631,333 535,797 517,446 737,987 747,817 761,240 770,710 771,760 787,910 783,030 750,822 794,450 797,000 806,030 802,500

(1) 566,808 506,144 497,133 655,060 667,960 674,640 680,271 684,760 703,098 695,030 667,071 705,450 710,000 716,030 715,000

413,721 417,709 403,143 416,754 403,143 431,381 403,143 424,232 403,143 430,000 403,143 430,000

47.3 46.4 47.0 46.1 47.0 47.1 47.0 46.2 47.0 47.0 47.0 47.0

23,963 24,664 23,500 24,716 23,500 25,067 23,500 25,181 23,500 25,070 23,500 25,070

241,309 250,251 271,497 263,517 281,617 271,717 291,887 242,839 302,307 270,000 312,887 275,000

151.0 141.5 165.0 167.0 170.0 176.3 175.0 146.8 180.0 170.0 185.0 175.0

6,574 7,231 6,710 6,426 6,760 6,343 6,810 6,836 6,850 6,480 6,900 6,410

(3) 64,525 29,653 20,313 82,927 79,857 86,600 90,439 87,000 84,812 88,000 83,751 89,000 87,000 90,000 87,500

38,225 40,900 40,900 42,845 40,000 43,640 40,000 41,960 40,000 41,960 40,000 41,960

23,707 22,095 28,124 29,004 31,100 22,652 31,100 21,635 31,100 24,935 31,100 24,935

15,307 12,695 17,324 17,004 20,300 11,852 20,300 9,335 20,300 9,335 20,300 9,335
8,400 9,400 10,800 12,000 10,800 10,800 10,800 12,300 10,800 15,600 10,800 15,600

20,995 16,862 17,576 18,590 15,900 18,520 16,900 20,156 17,900 20,105 18,900 20,605

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

医 業 収 益

料 金 収 入

そ の 他

積算数値

一般会計負担金（救急医療）

診療支援負担金（診療所）

施設健康管理受託収入
その他医業収益（ドック・検診他）

診療支援・受託収益

１人１日あたり診療費

１日平均患者数

積算数値

入院収益（医科）

１日平均患者数

１人１日あたり診療費

収益（医科・歯科）

今別診療所支援日数減

自治体健康診査事業廃
止による減 三厩診療所支援日数減

三厩診療所支援日数増


